
2017/02/27 20:34:58 / 16250678_岡部株式会社_招集通知

証券コード　5959

平成29年３月14日

株 主 各 位
東 京 都 墨 田 区 押 上 二 丁 目 ８ 番 ２ 号

取締役社長 廣　渡　　　眞

第73回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第73回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席下さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年３月29日（水曜日）午後５時40分
までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年３月30日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　４階　「錦」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第73期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第73期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第６号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
第７号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ
いますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が

生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.okabe.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や設備投資の改善が足踏み

するなど、一部に改善の遅れがあったものの、雇用情勢の改善や個人消費に持

ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回復基調で推移しました。

当社グループの主な需要先であります建設業界におきましては、第４四半期

以降、「2020年東京オリンピック・パラリンピック」関連工事等の建築工事や

インフラ関連工事が徐々に着工されたものの、通年として着工の進捗に遅れが

みられるなど、工事量が伸びない厳しい環境となりました。

このような経営環境のなか、当社グループは、主力の建設関連製品事業にお

いて、開発・生産・営業の連携による製品開発強化、本年より本格稼働を始め

た茨城工場を柱とした生産物流機能の向上等に取り組み、主要製品のシェア拡

大を図ってまいりました。

セグメント別の業績はつぎのとおりであります。

【建設関連製品事業】

建設関連製品の売上高を製品別にみますと、仮設・型枠製品は、鉄筋コンク

リート造の建築工事量が減少したことなどにより、前連結会計年度に比べ

11.0％の減少となりました。

土木製品は、主力の法面補強工法市場を中心に営業を実施しましたが、公共

投資の減少等の影響により、前連結会計年度に比べ11.2％の減少となりました。

構造機材製品は、昨年度に販売を開始した「ベースパックＶシリーズ」等の

製品の市場浸透を図りましたが、主な市場である中低層建築物の着工量の減少

に抗しきれず、前連結会計年度に比べ6.0％の減少となりました。

建材商品は、米国においては連結子会社のOCM,Inc.が売上を伸ばしたものの、

国内向けの販売が低調に推移した結果、前連結会計年度に比べ2.4％の減少とな

りました。

この結果、建設関連製品事業における売上高は477億１千１百万円（前連結会

計年度比6.2％減）となり、営業利益は39億４千万円（前連結会計年度比12.1％

減）となりました。
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【自動車関連製品事業】

主力のバッテリー端子製品において技術提案営業を実施した結果、欧州にお

いては販売が好調に推移しましたが、北米においては暖冬による需要減少の影

響を受けたことなどにより販売が低調に推移しました。これに加えて、為替換

算レートの影響を受けたことにより、売上高は89億７千５百万円（前連結会計

年度比12.1％減）となり、営業利益は10億２千１百万円（前連結会計年度比

16.0％減）となりました。

【ホテル事業】

平成28年９月６日付にて当事業の譲渡が完了した影響により、当連結会計年

度においては平成27年10月１日から平成28年９月５日までの損益計算書を連結

しております。その結果、当連結会計年度における売上高は52億４百万円(前連

結会計年度比14.8％減)となりましたが、客室単価の改善等により営業利益は５

億１百万円（前連結会計年度比47.6％増）となりました。

【その他の事業】

海洋事業において大型案件が翌期にずれ込んだことなどにより、売上高は12

億９千９百万円（前連結会計年度比27.9％減）となり、営業利益は６千３百万

円（前連結会計年度比77.8％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は631億９千万円

（前連結会計年度比8.4％減）となりました。また、営業利益は55億２千７百万

円（前連結会計年度比12.6％減）、経常利益は57億８千万円（前連結会計年度

比11.6％減）となりましたが、ホテル事業の譲渡による特別利益の計上などに

より親会社株主に帰属する当期純利益は78億６千１百万円（前連結会計年度比

85.7％増）となりました。
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（参考）連結事業別・製品別売上高

前連結会計年度
自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日

当連結会計年度
自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日 増 減 率

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

建設関連
製品事業

百万円 ％ 百万円 ％ ％

仮 設 ・ 型 枠 製 品 7,971 11.5 7,093 11.2 △11.0

土 木 製 品 6,251 9.1 5,553 8.8 △11.2

構 造 機 材 製 品 19,506 28.3 18,342 29.0 △6.0

建 材 商 品 17,140 24.8 16,720 26.5 △2.4

小 　 計 50,869 73.7 47,711 75.5 △6.2

自 動 車 関 連 製 品 事 業 10,205 14.8 8,975 14.2 △12.1

ホ テ ル 事 業 6,108 8.9 5,204 8.2 △14.8

そ の 他 の 事 業 1,802 2.6 1,299 2.1 △27.9

合 計 68,985 100.0 63,190 100.0 △8.4

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は15

億８千５百万円であります。

その主なものは、建設関連製品事業および自動車関連製品事業における製造

設備の取得等であります。

③　資金調達の状況

該当する事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

当社は、オカベ・ノースアメリカINC.の全株式を、平成28年９月６日に譲渡

し、ホテル事業から撤退いたしました。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当する事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

該当する事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当社は、オカベ・ノースアメリカINC.の全株式を、平成28年９月６日に譲渡

いたしました。
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事業の状況



2017/02/27 20:34:58 / 16250678_岡部株式会社_招集通知

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第 70 期

(平成25年12月期)
第 71 期

(平成26年12月期)
第 72 期

(平成27年12月期)

第 73 期
(当連結会計年度)
(平成28年12月期)

売 上 高(百万円) 62,736 68,045 68,985 63,190

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 3,911 4,433 4,234 7,861

１株当たり当期純利益 (円) 74.56 84.52 81.62 155.10

総 資 産(百万円) 78,102 84,093 83,786 81,919

純 資 産(百万円) 42,579 47,152 48,601 51,404

１株当たり純資産額 (円) 811.69 898.88 953.77 1,031.65

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出しております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。

(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

％

岡部インダストリー株式会社 300百万円 100 仮設・型枠製品の製造販売

オカベ・ホールディングUSA, Inc. 4,420万米ドル 100

ウォーター・グレムリン・カンパニー、ウォーター・グレ
ムリン・アクイラ・カンパニーS.p.A.および長興華泰
格林金属製品有限公司の全株式を所有する
持株会社

ウォーター・グレムリン・カンパニー 1,879万米ドル 100 自動車用バッテリー部品等の製造販売

ウォーター・グレムリン・アクイラ・
カンパニーS.p.A.

49万ユーロ 100 自動車用バッテリー部品等の製造販売

長興華泰格林金属製品有限公司 1,000万米ドル 100 自動車用バッテリー部品等の製造販売

オ カ ベ C O., I N C. 160万米ドル 100 自動車用ボルト・ナット類の販売

O  C  M ,  I  n  c . 130万米ドル 100 建設資機材の販売

（注）１．当社は、平成28年９月６日付で、オカベ・ノースアメリカINC.の全株式を譲渡したため、
オカベ・ノースアメリカINC.およびコースト・ホテルズLTD.（オカベ・ノースアメリカINC.
の100％子会社）を重要な子会社から除外いたしました。

２．ウォーター・グレムリン・カンパニー、ウォーター・グレムリン・アクイラ・カンパニー
S.p.A.および長興華泰格林金属製品有限公司は、オカベ・ホールディングUSA, Inc.の100％
子会社であります。
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(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、当社グループの主な需要先であります国内建設

市場においては中長期の停滞が予測されておりますが、首都圏においては各種大

型プロジェクトなどが計画されており底堅い需要が期待されます。

このような中長期の事業環境の想定のもと、当社グループは、創業100周年とな

る平成29年を初年度とする新たな中期３ヵ年経営計画「NEXT100 ～Exciting 

Future～」を策定いたしました。

「NEXT100 ～Exciting Future～」においては、「次の100年（NEXT100）」の飛

躍につながる基礎を構築すべく、下記のとおり当社グループの「ビジョン」（将

来像）を定め、その実現に向けて「３つの柱となる施策」ならびに「経営基盤強

化」に取り組んでまいります。

記

１．当社グループのビジョン（将来像）

　☆当社グループは、「安全・安心の提供を通じて社会に貢献する」という経

　　　営理念を世界で実践するグローバル・メーカーを目指します。

　☆技術力を背景として、建設資材分野では、仮設・型枠製品、構造機材製品、

　　土木製品を中心として、特に、構造機材製品の耐震・制震・免震関連に注

　　　力します。自動車部品分野では、バッテリー端子およびボルト・ナット類

　　　を中心に拡大していきます。

　☆ワクワク感が広がる組織風土のある会社を目指します。

２．３つの柱となる施策

　①コア事業への経営資源の集中

　コア事業（建設関連製品・自動車関連製品）へ経営資源を集中します。

企業買収はこの領域で実現を図ります。

　②新製品開発強化

　  　建設資材・自動車部品（バッテリー端子等）・海洋の各事業において成

　　　長領域の製品開発に取り組みます。

　③グローバル展開推進

　  　建設資材・自動車部品・海洋の各事業において海外展開をさらに積極的

　　　に推進します。

３．経営基盤強化

    　社是の価値観の再確認と多様な人材獲得・育成、ガバナンス強化ならび

　　　に社員にとって働きやすい職場環境整備などの経営基盤強化を行います。

上記中期経営計画により、将来ビジョンの実現に向けた新たなチャレンジを始

動いたします。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ倍旧のご支援とご鞭撻を賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

－ 6 －
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(5) 主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

建設関連製品事業……仮設・型枠製品、土木製品、構造機材製品の製造販売業

務および建材商品の販売業務

自動車関連製品事業…自動車関連製品の製造販売業務

その他の事業…………海洋資材製品の製造販売および米国における釣り用錘製

品の製造販売等の各業務

(6) 主要な営業所および工場（平成28年12月31日現在）

①　当社の主要な営業所および工場

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 墨 田 区 中 四 国 支 店 広 島 県 広 島 市

北 海 道 支 店 北 海 道 札 幌 市 九 州 支 店 福 岡 県 糟 屋 郡 志 免 町

東 北 支 店 宮 城 県 仙 台 市 沖 縄 支 店 沖 縄 県 豊 見 城 市

信 越 支 店 新 潟 県 新 潟 市 久 喜 工 場 埼 玉 県 久 喜 市

東 京 支 店 東 京 都 墨 田 区 茨 城 工 場 茨 城 県 下 妻 市

名 古 屋 支 店 愛 知 県 小 牧 市 京 都 工 場 京都府久世郡久御山町

関 西 支 店 大 阪 府 吹 田 市

②　子会社の主要な営業所および工場

会 社 名 名 称 所 在 地

岡 部 イ ン ダ ス ト リ ー 株 式 会 社
本 社

工 場

大阪府吹田市

大阪府枚方市

ウ ォ ー タ ー ・ グ レ ム リ ン ・ カ ン パ ニ ー 本社・工場 アメリカ　ミネソタ州

ウォーター・グレムリン・アクイラ・カンパニーS.p.A. 本社・工場 イタリア　ロンバルディア州

長 興 華 泰 格 林 金 属 製 品 有 限 公 司 本社・工場 中国　浙江省

オ  カ  ベ  C  O . ,  I  N  C . 本 社 アメリカ　イリノイ州

O  C  M ,  I  n  c . 本 社 アメリカ　イリノイ州

－ 7 －
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(7) 使用人の状況（平成28年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

建 設 関 連 製 品 事 業 661 (115) 名 ８  (△３) 名

自 動 車 関 連 製 品 事 業 281  (78) 名 19  (△13) 名

ホ テ ル 事 業 －  (－) 名 △524 (△197) 名

そ の 他 の 事 業 20  (14) 名 －  (△１) 名

合 計 962 (207) 名 △497 (△214) 名

（注）１．使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

２．使用人数が、前期末と比べて497名減少しておりますが、その主な理由は、平成28年９月６
日付で、オカベ・ノースアメリカINC.の全株式を譲渡し、ホテル事業より撤退したためであ
ります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

586（76) 名 △５（△６）名 39.5歳 14.6年

（注）　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,000百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,500百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当する事項はありません。

－ 8 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 200,000,000株

②　発行済株式の総数 53,790,632株

③　株主数 23,214名

④　大株主（上位10名）

株 主 名
持 株 数
（千株）

持 株 比 率
（％）

小 林 産 業 株 式 会 社 5,293 10.62

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）

2,490 4.99

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,165 4.34

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,388 2.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,271 2.55

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,070 2.14

岡 部 和 子 1,004 2.01

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 909 1.82

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）

870 1.74

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 850 1.70

（注）１．当社は、自己株式を3,963,082株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当する事項はありません。

－ 9 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成28年12月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 廣 渡 　 眞 オカベ・ホールディングUSA, Inc.取締役社長

取 締 役 相 談 役 松 本 憲 昭

常 務 取 締 役 島 村 健 二 技術開発部門管掌

常 務 取 締 役 杉 本 浩 章 生産部門管掌

常 務 取 締 役 元 井 　 彰 営業部門管掌

取 締 役 大 谷 和 正 国際部統括部長

取 締 役 細 道 　 靖
管理部統括部長
管理部経理財務グループ部長

取 締 役 山 﨑 克 之 丸の内第一綜合法律事務所　パートナー

常 勤 監 査 役 石 原 貳 男

常 勤 監 査 役 佐 々 木 　 高 　 弘

監 査 役 平 松 　 守 平松公認会計士事務所代表

監 査 役 物 部 康 雄 物部法律事務所代表

（注）１．取締役山﨑克之氏は、社外取締役であります。

２．取締役山﨑克之氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通し、企業経営を統治す

る相当程度の知見を有しております。

３．監査役平松　守氏および監査役物部康雄氏は、社外監査役であります。

４．監査役平松　守氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。

５．監査役物部康雄氏は、日本および米国において弁護士の資格を有しており、法律実務に関

する相当程度の知見を有しております。

６．当社は、取締役山﨑克之氏ならびに監査役平松　守氏および監査役物部康雄氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 10名 293百万円

監 査 役 ５名 76百万円

合 計 15名 369百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成27年３月27日開催の第71回定時株主総会において年額450百万

円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）（ただし、使用人分給与は含まない。）と

決議いただいております。

－ 10 －
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３．監査役の報酬限度額は、平成27年３月27日開催の第71回定時株主総会において年額100百万

円以内と決議いただいております。

４．報酬等の額のうち、社外役員３名の報酬等の総額は19百万円であります。

５．上記には、平成28年３月30日開催の第72回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

２名および監査役１名を含んでおります。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役山﨑克之氏は、丸の内第一綜合法律事務所のパートナーであります。

なお、当社と丸の内第一綜合法律事務所との間には特別の利害関係はあり

ません。

・監査役平松　守氏は、平松公認会計士事務所の代表であります。なお、当

社と平松公認会計士事務所との間には特別の利害関係はありません。

・監査役物部康雄氏は、物部法律事務所の代表であります。なお、当社と物

部法律事務所との間には特別の利害関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役 山 﨑 克 之

　当事業年度開催の取締役会15回のすべてに出席し、主に弁護士

としての専門的見地から、経営全般に対して適宜必要な発言を行

うとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの助言・提言を行っております。

監査役 平 松 　 守

　当事業年度開催の取締役会15回のうち13回に出席し、主に公認

会計士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、当

事業年度開催の監査役会12回のすべてに出席し、適宜必要な発言

を行っております。

監査役 物 部 康 雄

　当事業年度開催の取締役会15回のうち13回に出席し、主に弁護

士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正

性を確保するための助言・提言を行っております。また、当事業

年度開催の監査役会12回のすべてに出席し、適宜必要な発言を行

っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および社外監査役の全員は、会社法第427条第１項および

当社定款の定めに基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。

当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。

－ 11 －

会社役員の状況



2017/02/27 20:34:58 / 16250678_岡部株式会社_招集通知

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　監査法人　大手門会計事務所

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

29百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事

業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの

算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬

等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、当該会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任

の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規程に則

り「会計監査人の解任または不再任」に関する株主総会の付議議案の内容を決

定いたします。

また、監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたし

ます。

－ 12 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

＜業務の適正を確保するための体制＞

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制

取締役社長が、通達、社内報等にて社是に則り法令・定款の遵守と良識・倫

理観に基づいた行動を取締役および使用人に求め、その精神があらゆる企業活

動の拠り所とすることを伝えております。コンプライアンス規程を制定し、コ

ンプライアンス委員会の委員長には役付取締役を任命し、同委員会を中心に全

社横断的なコンプライアンス体制の整備および問題点の解消に努め、その具体

化を徹底しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役社長は、情報の保存、管理に関する統括責任者を取締役から任命して

おります。また、文書管理規程を制定し、職務執行に係る情報を文書または電

磁的に記録し保存しております。取締役および監査役は、文書管理規程の定め

によりこれらの文書等をいつでも閲覧できるものとしております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各部門所管業務に付帯する日常的リスク管理は担当部門が行うこととし、一

方新たに生じたリスクは速やかに取締役社長に報告され、必要に応じてその対

応を全社に示達するとともに、対応責任者となる取締役を任命しております。

なお、債権リスクに関しては、与信管理規程および対応マニュアルを策定し、

その適用状況を把握・管理し適正な業務遂行がなされる体制となっております。

その他部門ごとに潜在するリスクについては評価する体制を整備しております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役、使用人が共有する全社的な目標を定め、目標達成に向けて各部署が

実施すべき具体的な目標（予算制度、個人目標評価制度）、権限、配分を含め

た効率的な達成方法を各担当取締役が定めております。ＩＴを活用したシステ

ムによりその結果を迅速にデータ化することで、取締役会に定期的に報告され、

目標達成率を高め全社的な業務の効率を実現するシステムを構築しております。

さらに、部門責任者会議において各部門間の連携・調整を行い、効率的な業務

遂行に対する阻害要因については、その排除、軽減策を採っております。各取

締役の目標に向けての効率的な業務遂行状況については、取締役社長が総合的

に評価をしております。

⑤　当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

岡部グループ行動指針を定め、グループ方針に基づき当社を中心に一体とし

て運営されており、当社および国内連結子会社は統一された情報システムを構

築しております。グループ会社ごとに目標が定められ、その達成状況は定期的

にＩＴを活用したシステムによりデータ化され、取締役会に報告されておりま

－ 13 －
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す。グループ会社の不動産取得等重要事項についても、当社取締役会付議事項

としております。また、当社は、グループ経営の充実のため取締役ならびに監

査役を派遣し、グループ会社に対する経営と監査を行っております。さらに、

取締役社長は、当社の幹部社員およびグループ会社の取締役社長等が一堂に会

する拡大役員会を定期的に招集し、グループ方針に基づく経営とコンプライア

ンスを徹底しております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項およびその使用人の取締役からの独立性に関する事項な

らびに当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

必要に応じて職務補助のため、監査役スタッフを置くこととし、その人事に

ついては、監査役の意見を尊重するものとしております。なお、監査役は、そ

の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項の体制の内

容について決定し、当該体制を整備するよう取締役または取締役会に対して要

請できるものとしております。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

体制ならびにその報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制

イ. 取締役が監査役に報告すべき事項については、監査役会と協議の上、つぎ

に定める事項としております。

(a) 常務会で決議された事項

(b) 会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項

(c) 毎月の経営状況として重要な事項

(d) 内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項

(e) 重大な法令・定款違反

(f) 通告制度の通報状況および内容

(g) その他コンプライアンス上重要な事項

ロ. 使用人は、前項(b)、(e)および(g)に関する重大な事実を発見した場合は、

監査役に直接報告することができるものとしております。また、監査役は、

その報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制の内容について決定し、当該体制を整備するよう取締役または

取締役会に対して要請できるものとしております。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項

監査役は、その職務の執行について生ずる費用について、会社から前払いま

たは償還をうけることができます。また、必要に応じて外部の専門家の助言を

受けた場合、当該費用を会社に請求する権利を有しております。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況



2017/02/27 20:34:58 / 16250678_岡部株式会社_招集通知

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会に対して、取締役および重要な使用人からヒヤリングを実施する機

会を設けるとともに、取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会

を開催しております。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保し、金融商品取引法の定めに従い、内部統制報告書

の提出を有効かつ適切に行うため、グループ会社も含めた内部統制システムを

構築し、運用しております。また、内部監査室により内部統制の整備・運用状

況につき、有効性評価等を実施しております。

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞

①　取締役の職務の執行について

定時取締役会を月に１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しており

ます。取締役会には取締役８名（うち社外取締役１名）が出席し、重要な職務

執行に関する意思決定を監督しております。

②　監査役の職務の執行について

監査役４名（うち社外監査役２名）は監査役監査規程に基づいて、取締役会

等の重要会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。

③　内部監査の実施について

内部監査室にて、社内各部署および当社グループが、法令、定款、社内規程

等に従い適正な企業活動を行っているかを、書類閲覧および実地調査によって

監査しております。

＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況＞

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および

団体に対して、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するよう取り組んで

おります。また、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特防連）

およびその下部組織である本所地区特殊暴力防止対策協議会に加盟し、定期的

な研修会への参加等を通じ情報収集に努めるとともに、必要に応じて弁護士・

警察署・特防連等と連携し、速やかに対応する体制を整備しております。

－ 15 －
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(6) 会社の支配に関する基本方針

　　①　基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株

式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、

当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであ

る限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大

規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えて

おります。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好

な関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値

ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十

分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされ

るために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責

務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提

案者との交渉などを行う必要があると考えております。

　　②　基本方針の実現に資する特別な取組み

イ．中期経営計画による取組み

当社は、企業価値および株主価値の向上をより具体的に実践するため中期

経営計画を適宜策定しており、事業環境の変化を踏まえ、設備投資、人材育

成、財務バランス等々に注意を払いつつ果敢に経営課題に挑戦しております。

ロ．コーポレート・ガバナンス強化による取組み

当社は、将来にわたり企業価値を向上させ社会的責任を果たすためにはコ

ーポレート・ガバナンス体制の確立が重要であると認識しており、経営理念、

社是、法令遵守等の重要性を全社的に啓発し事業活動における規律を向上さ

せることを基本として、コーポレート・ガバナンス体制の確立に取り組んで

おります。

当社における企業統治の体制については、取締役８名（うち社外取締役１

名）により取締役会を構成し、毎月１回以上開催される取締役会において重

要な意思決定を行うとともに、取締役相互に業務執行を監督しております。

取締役の任期につきましては、経営責任の所在を明確化し、経営環境の変化

に迅速に対応できるよう、１年としております。また、取締役の意思決定機

能を強化するため、役付取締役で構成する常務会を開催し、経営上重要な案

件につき、事前に十分な検討を行っております。業務執行体制としては、特

に重要な職務権限を有する者を執行役員として任命し、業務執行責任の明確

化を図っております。

－ 16 －
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この他、取締役社長および各部門の責任者で構成される部門責任者会議を

原則として週１回開催し、複数の部門にまたがる業務執行の効率化を促進す

るとともに、社会的規範への適合性の観点からも常に必要な検討を加えてお

ります。

当社は監査役制度を採用しており、監査役４名（うち社外監査役２名）に

より監査役会を構成しております。各監査役は、毎月１回以上開催される監

査役会にて情報の共有を図るとともに、取締役会に出席し、適宜発言してお

ります。また、取締役社長と定期的な連絡会を開催し広く意見交換するとと

もに、他の重要な会議への出席や稟議書をはじめとする社内文書の閲覧を実

施し、必要に応じて取締役以外の者に説明を求めるなど、業務執行全般にわ

たって効率的な監査業務を行っております。

また、当社は取締役社長の直轄部門として内部監査室を設置し、内部統制

の整備・運用状況につき有効性評価等を実施するなど、監査機能の充実を図

っております。さらに、常設組織として役付取締役を委員長とする、コンプ

ライアンス委員会を設置しており、全社員を対象とした法令遵守の啓発活動

を実施しております。

　③　上記の基本方針の内容および特別な取組みに対する取締役会の判断およびそ

の判断に係る理由

当社の中期経営計画、コーポレート・ガバナンスの強化等は、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的な方策と

して策定されたものであり、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値

ひいては株主共同の利益の確保・向上が可能になると考えておりますので、当社

の基本方針に沿うものであります。

また、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」は、平

成27年３月27日開催の当社第71回定時株主総会において株主の皆様のご承認のも

と継続されていること、当社取締役会は経営陣から独立した者のみから構成され

る独立委員会の判断を経た上で新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取

得等を決定すること、透明性を確保するために速やかに情報開示を行うこと等か

ら、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

（注)本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産

１ 現 金 及 び 預 金

２ 受取手形及び売掛金

３ 有 価 証 券

４ リース債権及びリース投資資産

５ 商 品 及 び 製 品

６ 仕 掛 品

７ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品

８ 繰 延 税 金 資 産

９ そ の 他

10 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産

(1)有形固定資産

１ 建 物 及 び 構 築 物

２ 機械装置及び運搬具

３ 土 地

４ リ ー ス 資 産

５ 建 設 仮 勘 定

６ そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

(2)無形固定資産

１ の れ ん

２ リ ー ス 資 産

３ そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

(3)投資その他の資産

１ 投 資 有 価 証 券

２ 繰 延 税 金 資 産

３ そ の 他

４ 貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

Ⅲ 繰 延 資 産

１ 社 債 発 行 費

繰 延 資 産 合 計

22,694,593

20,048,397

500,000

26

4,724,418

874,016

1,411,755

308,732

708,965

△25,767

51,245,139

8,744,807

3,369,792

3,529,121

315,919

715,974

275,812

16,951,428

305,971

14,553

361,322

681,847

8,581,193

28,574

4,563,692

△154,042

13,019,419

30,652,695

21,504

21,504

（負債の部）

Ⅰ 流 動 負 債

１ 支払手形及び買掛金 3,387,368

２ 電 子 記 録 債 務 8,217,219

３ 短 期 借 入 金 453,078

４ リ ー ス 債 務 130,360

５ 未 払 法 人 税 等 1,742,437

６ 賞 与 引 当 金 72,422

７ そ の 他 3,570,537

流 動 負 債 合 計 17,573,424

Ⅱ 固 定 負 債

１ 社 債 1,000,000

２ 長 期 借 入 金 8,338,000

３ リ ー ス 債 務 223,623

４ 繰 延 税 金 負 債 790,544

５ 退職給付に係る負債 1,675,377

６ 資 産 除 去 債 務 40,167

７ そ の 他 873,427

固 定 負 債 合 計 12,941,140

負 債 合 計 30,514,565

（純資産の部）

Ⅰ 株 主 資 本

１ 資 本 金 6,911,700

２ 資 本 剰 余 金 6,039,545

３ 利 益 剰 余 金 39,694,256

４ 自 己 株 式 △2,693,524

株 主 資 本 合 計 49,951,977

Ⅱ その他の包括利益累計額

１ その他有価証券評価差額金 1,992,179

２ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △505,554

３ 退職給付に係る調整累計額 △33,827

その他の包括利益累計額合計 1,452,797

純 資 産 合 計 51,404,774

資 産 合 計 81,919,339 負 債 純 資 産 合 計 81,919,339

－ 18 －
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連 結 損 益 計 算 書
（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高 63,190,466

Ⅱ 売 上 原 価 45,548,075

売 上 総 利 益 17,642,390

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,114,901

営 業 利 益 5,527,489

Ⅳ 営 業 外 収 益

１ 受 取 利 息 32,731

２ 受 取 配 当 金 124,934

３ 為 替 差 益 44,494

４ そ の 他 181,496 383,657

Ⅴ 営 業 外 費 用

１ 支 払 利 息 83,134

２ シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 35,800

３ そ の 他 11,817 130,751

経 常 利 益 5,780,395

Ⅵ 特 別 利 益

１ 固 定 資 産 売 却 益 244,268

２ 関 係 会 社 株 式 売 却 益 6,266,617 6,510,885

Ⅶ 特 別 損 失

１ 固 定 資 産 処 分 損 244,795

２ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 80,150

３ そ の 他 66,707 391,654

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,899,625

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,254,273

法 人 税 等 調 整 額 △216,462 4,037,811

当 期 純 利 益 7,861,814

親会社株主に帰属する当期純利益 7,861,814

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書
（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

Ⅰ 当連結会計年度期首残高 6,911,700 6,039,545 35,248,014 △1,693,473 46,505,786

Ⅱ 当連結会計年度変動額

１ 剰余金の配当 △1,222,976 △1,222,976

２ 親会社株主に帰属する
当期純利益

7,861,814 7,861,814

３ 自己株式の取得 △1,000,051 △1,000,051

４ 連結範囲の変動 △2,192,595 △2,192,595

５ 株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－

Ⅲ 当連結会計年度変動額合計 － － 4,446,242 △1,000,051 3,446,190

Ⅳ 当連結会計年度末残高 6,911,700 6,039,545 39,694,256 △2,693,524 49,951,977

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

Ⅰ 当連結会計年度期首残高 1,732,095 399,513 △35,849 2,095,759 48,601,546

Ⅱ 当連結会計年度変動額

１ 剰余金の配当 － △1,222,976

２ 親会社株主に帰属する
当期純利益

－ 7,861,814

３ 自己株式の取得 － △1,000,051

４ 連結範囲の変動 － △2,192,595

５ 株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

260,083 △905,068 2,021 △642,962 △642,962

Ⅲ 当連結会計年度変動額合計 260,083 △905,068 2,021 △642,962 2,803,228

Ⅳ 当連結会計年度末残高 1,992,179 △505,554 △33,827 1,452,797 51,404,774

－ 20 －
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

①連結子会社の数　　　　　　　 ８社

②主要な連結子会社の名称　　　 オカベ・ホールディングUSA, Inc.

ウォーター・グレムリン・カンパニー　他６社

③連結範囲の異動

　（除外）　　　　　　　　　　 オカベ・ノースアメリカINC.

コースト・ホテルズLTD.

オカベ・ノースアメリカINC.およびコースト・ホテルズLTD.は、

平成28年９月６日付にて全株式を譲渡したため、連結の範囲よ

り除外しましたが、平成28年９月５日までの損益計算書につい

ては連結しております。

(2) 非連結子会社の状況

①主要な非連結子会社の名称　　 岡部(上海)商貿有限公司

福岡フォームタイ株式会社

②連結の範囲から除いた理由　　 非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

①主要な非連結子会社の名称　　 岡部(上海)商貿有限公司

福岡フォームタイ株式会社

②主要な関連会社の名称　　　　 日本仮設株式会社

仙台フォームタイ株式会社

③持分法を適用しない理由　　　 各社の当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社６社（オカベ・ホールディングUSA, Inc.、ウォーター・グレムリン・カンパニ

ー、ウォーター・グレムリン・アクイラ・カンパニーS.p.A.、長興華泰格林金属製品有限公司、オ

カベCO., INC.、OCM, Inc.）の決算日は９月末日でありますが、連結決算日との差異が３ヶ月以内

であるためそのまま連結しております。

なお、当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行って

おります。

－ 21 －
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券　　　　　 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　 移動平均法による原価法

②デリバティブの評価方法　　　 時価法

③たな卸資産の評価基準および

評価方法

主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

④重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法。ただし、在外連結子会社については、所在地国の会計

処理基準によっております。

ｂ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ｃ．リース資産　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。

(2) 繰延資産の処理方法

社債発行費については社債の償還期間にわたり、定額法にて償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　　 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、国内連結会

社について、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。

②数理計算上の差異および過去

勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法

の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法　　　　　　　 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理

の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっ

ております。

ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ

為替予約

長期借入金

外貨建金銭債務

ヘッジ方針　　　　　　　　　　 デリバティブ取引に関する権限規定および取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクおよび

為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法　　　　 「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会）の

規定に基づき、有効性の評価を行っております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

(6) のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却については、15年間の定額法により償却を行っております。

(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　 税抜方式を採用しております。

５．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13

日。以下「連結会計基準」という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、

支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上す

るとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しておりま

す。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する当連結会計年度の連結計算書類に反映させ

る方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－

５項(4)および事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および国内連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、

従来、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。

この変更は、前連結会計年度において設立した茨城工場が当連結会計年度より本格稼働し、こ

れを契機に国内の有形固定資産の使用状況を検証した結果、当社および国内連結子会社の設備にお

いては長期安定的な稼働が見込まれることから、有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更する

ことが、より適切な経営実態を反映できると判断したためであります。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税

金等調整前当期純利益はそれぞれ297,932千円増加しております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産　　　　　　　　建物及び構築物 927,073千円

土地 188,647千円

合計 1,115,721千円

上記物件に対応する債務　　　　　　　長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む。） 2,050,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,559,662千円

３．当座貸越契約

当社および連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高はつぎのとおりであります。

当座貸越極度額 6,793,978千円

借入実行残高 350,300千円

差引額 6,443,678千円

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 53,790,632 － － 53,790,632

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,833,250 1,129,832 － 3,963,082

（注）　自己株式の数の増加は、つぎのとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　 132株

取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　 1,129,700株
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３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

①平成28年３月30日開催の第72回定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額　　　611,488千円

１株当たり配当金額 　 12.00円

基準日　　　　　　平成27年12月31日

効力発生日　　　　平成28年３月31日

②平成28年７月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額　　　611,488千円

１株当たり配当金額　　12.00円

基準日　　　　　　平成28年６月30日

効力発生日　　　　平成28年９月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成29年３月30日開催の第73回定時株主総会においてつぎのとおり付議を予定しております。

配当金の総額　　　597,930千円

１株当たり配当金額　　12.00円

基準日　　　　　　平成28年12月31日

効力発生日　　　　平成29年３月31日
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Ⅳ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定して運用し、また、資金調達

については主に銀行および生命保険会社等からの借入や社債発行により調達しております。デリバ

ティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機目的のための取引は行わない方針

であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、当社グループの債権管理規定および対応マニュアルに従い、リスクの低減を図っておりま

す。

有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、政策保有を目的と

する取引先企業の株式が主なものであり、定期的に時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

借入金および社債は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰表を作成・更新すると

ともに、手元流動性の維持を図ることにより当該リスクを管理しております。また、借入金の一部

は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部につ

いては、支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段と

して利用しております。

デリバティブ取引は、金融取引における市場金利に関する変動リスクおよび外貨建金銭債務に係

る為替相場の変動リスクをヘッジする目的で行っております。当該取引の実行および管理は、取引

権限を定めた内部規定に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。また、デリバ

ティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しております。なお、ヘッジ

会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前

述の「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　４．会計方針に関す

る事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時

価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ

バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(4) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち32.7％が特定の大口顧客に対するもの

であります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、つぎのと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）２参照）。

連結貸借対照表

計上額

（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 22,694,593 22,694,593 －

(2) 受取手形及び売掛金 20,048,397 20,048,397 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 7,768,255 7,781,908 13,653

資産計 50,511,246 50,524,899 13,653

(4) 支払手形及び買掛金 3,387,368 3,387,368 －

(5) 電子記録債務 8,217,219 8,217,219 －

(6) 短期借入金 361,078 361,078 －

(7) 未払法人税等 1,742,437 1,742,437 －

(8) 社債 1,000,000 993,152 △6,847

(9) 長期借入金 8,430,000 8,441,586 11,586

負債計 23,138,104 23,142,844 4,739

(10) デリバティブ取引 － － －

（注）１　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 電子記録債務、(6) 短期借入金、(7) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(8) 社債、(9) 長期借入金

固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利によるものは、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。なお、短期借入金の連結貸

借対照表計上額には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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(10) デリバティブ取引

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本

相当額等は、つぎのとおりであります。

①通貨関連

　該当事項はありません。

②金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ

対象

当連結会計年度(平成28年12月31日)

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
(千円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

受取変動・
支払固定

長期借入金 1,550,000 1,550,000 (*)

(*)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す（上記(9) 参照）。

２　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,312,938千円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めて

おりません。

Ⅴ．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,031.65円

１株当たり当期純利益 155.10円

Ⅶ．その他の注記

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正す

る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に

開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税

金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.3％から平成29年１月１日に

開始する連結会計年度および平成30年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異等については30.9％に、平成31年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差

異等については、30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が12,237千円増

加し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が33,646千円およびその他有価証券評価差額金が

45,883千円増加しております。
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貸　借　対　照　表
（平成28年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産

１ 現 金 及 び 預 金

２ 受 取 手 形

３ 売 掛 金

４ 有 価 証 券

５ 商 品 及 び 製 品

６ 仕 掛 品

７ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品

８ 繰 延 税 金 資 産

９ そ の 他

流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産

(1)有形固定資産

１ 建 物

２ 構 築 物

３ 機 械 及 び 装 置

４ 車 両 運 搬 具

５ 工具、器具及び備品

６ 土 地

７ リ ー ス 資 産

８ 建 設 仮 勘 定

９ そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

(2)無形固定資産

１ ソ フ ト ウ ェ ア

２ リ ー ス 資 産

３ そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

(3)投資その他の資産

１ 投 資 有 価 証 券

２ 関 係 会 社 株 式

３ そ の 他

４ 貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

Ⅲ 繰 延 資 産

１ 社 債 発 行 費

繰 延 資 産 合 計

20,765,940

8,081,091

9,856,250

500,000

2,047,981

604,334

1,132,410

230,461

412,271

43,630,743

6,426,259

324,418

1,996,890

632

172,585

3,002,373

264,309

176,917

233

12,364,620

254,302

14,553

13,782

282,638

8,301,267

5,725,305

4,411,488

△153,647

18,284,414

30,931,672

21,504

21,504

(負債の部)

Ⅰ 流 動 負 債

１ 支 払 手 形 346,790

２ 電 子 記 録 債 務 8,217,219

３ 買 掛 金 2,154,493

４ 短 期 借 入 金 253,604

５ 未 払 法 人 税 等 1,738,015

６ 賞 与 引 当 金 65,831

７ そ の 他 3,108,743

流 動 負 債 合 計 15,884,698

Ⅱ 固 定 負 債

１ 社 債 1,000,000

２ 長 期 借 入 金 8,338,000

３ 繰 延 税 金 負 債 403,835

４ 退 職 給 付 引 当 金 1,557,668

５ 資 産 除 去 債 務 40,167

６ そ の 他 1,054,607

固 定 負 債 合 計 12,394,279

負 債 合 計 28,278,977

（純資産の部）

Ⅰ 株 主 資 本

１ 資 本 金 6,911,700

２ 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 6,039,545

資 本 剰 余 金 合 計 6,039,545

３ 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 701,269

そ の 他 利 益 剰 余 金

研 究 開 発 積 立 金 200,000

圧 縮 記 帳 積 立 金 314,786

別 途 積 立 金 20,900,000

繰 越 利 益 剰 余 金 11,938,987

利 益 剰 余 金 合 計 34,055,043

４ 自 己 株 式 △2,693,524

株 主 資 本 合 計 44,312,764

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券評価差額金 1,992,179

評価・換算差額等合計 1,992,179

純 資 産 合 計 46,304,943

資 産 合 計 74,583,921 負 債 純 資 産 合 計 74,583,921

－ 29 －

貸借対照表



2017/02/27 20:34:58 / 16250678_岡部株式会社_招集通知

損　益　計　算　書
（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高 43,272,290

Ⅱ 売 上 原 価 30,148,477

売 上 総 利 益 13,123,812

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,757,656

営 業 利 益 3,366,155

Ⅳ 営 業 外 収 益

１ 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 4,761,838

２ そ の 他 314,609 5,076,448

Ⅴ 営 業 外 費 用

１ 支 払 利 息 77,292

２ シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 35,800

３ そ の 他 10,824 123,917

経 常 利 益 8,318,686

Ⅵ 特 別 利 益

１ 固 定 資 産 売 却 益 244,206

２ 関 係 会 社 株 式 売 却 益 5,157,320 5,401,527

Ⅶ 特 別 損 失

１ 固 定 資 産 処 分 損 17,409

２ 関 係 会 社 株 式 評 価 損 18,963

３ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 80,150

４ そ の 他 8,311 124,835

税 引 前 当 期 純 利 益 13,595,378

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,483,437

法 人 税 等 調 整 額 △152,978 3,330,458

当 期 純 利 益 10,264,920

－ 30 －
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株主資本等変動計算書
（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

研究開発
積立金

圧縮記帳
積立金

Ⅰ 当期首残高 6,911,700 6,039,545 － 701,269 200,000 316,417

Ⅱ 当期変動額

１ 剰余金の配当

２ 当期純利益

３ 自己株式の取得

４ 圧縮記帳積立金の取崩 △9,576

５ 税率変更による積立金の
調整額

7,945

６ 別途積立金の積立

７ 株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

Ⅲ 当期変動額合計 － － － － － △1,630

Ⅳ 当期末残高 6,911,700 6,039,545 － 701,269 200,000 314,786

株主資本
評価・換算
差額等

純資産
合計

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

Ⅰ 当期首残高 19,900,000 3,895,412 △1,693,473 36,270,871 1,732,095 38,002,967

Ⅱ 当期変動額

１ 剰余金の配当 △1,222,976 △1,222,976 △1,222,976

２ 当期純利益 10,264,920 10,264,920 10,264,920

３ 自己株式の取得 △1,000,051 △1,000,051 △1,000,051

４ 圧縮記帳積立金の取崩 9,576 － －

５ 税率変更による積立金の
調整額

△7,945 － －

６ 別途積立金の積立 1,000,000 △1,000,000 － －

７ 株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ 260,083 260,083

Ⅲ 当期変動額合計 1,000,000 8,043,574 △1,000,051 8,041,892 260,083 8,301,976

Ⅳ 当期末残高 20,900,000 11,938,987 △2,693,524 44,312,764 1,992,179 46,304,943

－ 31 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券　　　　　　 償却原価法（定額法）

子会社および関連会社株式　　　 移動平均法による原価法

その他有価証券

①時価のあるもの　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

②時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価方法　　　 時価法

(3) たな卸資産の評価基準および

評価方法

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(4) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

リース資産　　　　　　　　　   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。

(5) 繰延資産の処理方法

社債発行費については社債の償還期間にわたり、定額法にて償却しております。

(6) 引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　　 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

のうち当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の

　期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。

②数理計算上の差異および

　過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

－ 32 －
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(7) ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法　　　　　　　 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理

の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっ

ております。

ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ

為替予約

長期借入金

外貨建金銭債務

ヘッジ方針　　　　　　　　　　 デリバティブ取引に関する権限規定および取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクおよび

為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法　　　　 「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会）の

規定に基づき、有効性の評価を行っております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。

(8) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）、および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９

月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生

した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施さ

れる企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日

の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、および事業分離等会

計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、従来、定率法（ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ましたが、当事業年度より定額法に変更しております。

この変更は、前事業年度において設立した茨城工場が当事業年度より本格稼働し、これを契機

に国内の有形固定資産の使用状況を検証した結果、当社の設備においては長期安定的な稼働が見込

まれることから、有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更することが、より適切な経営実態を

反映できると判断したためであります。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前

当期純利益はそれぞれ295,690千円増加しております。

－ 33 －
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産 建物 927,073千円

土地 249,504千円

合計 1,176,578千円

上記物件に対応する債務 長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む。） 2,050,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 10,083,509千円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 391,737千円

同　　　　短期金銭債務 266,321千円

同　　　　長期金銭債務 62,264千円

(4) 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく期末の借入未実行残高はつぎのとおりであります。

当座貸越極度額 4,955,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 4,855,000千円

４．損益計算書に関する注記

 　関係会社との取引高

売上高 754,886千円

仕入高 1,567,769千円

販売費及び一般管理費 22,224千円

営業取引以外の取引高 4,694,004千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 3,963,082株

－ 34 －
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 477,007千円

未払事業税 150,498千円

減損損失累計額 96,113千円

投資有価証券評価損 60,471千円

貸倒引当金 47,016千円

会員権評価損 27,301千円

賞与引当金 20,341千円

その他 103,860千円

繰延税金資産小計 982,611千円

評価性引当額 △187,694千円

繰延税金資産合計 794,916千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 825,906千円

固定資産圧縮積立金 138,796千円

その他 3,587千円

繰延税金負債合計 968,290千円

繰延税金負債の純額 173,373千円

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１

日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.3％から平成29年

１月１日に開始する事業年度および平成30年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一

時差異については30.9％に、平成31年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時

差異については、30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が12,374千

円増加し、当事業年度に計上された法人税等調整額が33,509千円およびその他有価証券評価差額

金が45,883千円増加しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 929.30円

(2) １株当たり当期純利益 202.51円

－ 35 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平 成 29 年 ２ 月 13 日

岡 部 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

監査法人大手門会計事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 武 川 博 一 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 村 尋 人 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡部株式会社の平成28

年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す

ることを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、岡部株式会社及び連結子会社から成る企

業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平 成 29 年 ２ 月 13 日

岡 部 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

監査法人大手門会計事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 武 川 博 一 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 村 尋 人 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡部株式会社の

平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第73期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び

にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法

人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第73期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状
況および結果について報告を受けるほか、取締役、執行役員等および会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、執行役員、内部監査室その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員および使用人等
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業
の報告を受けるほか、主要な子会社の業務および財産の状況を調査いたし
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役、執行役員、内部監査室その他の使用人等からその
構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針お
よび同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等
を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記
表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしま
した。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま
せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取
組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な
うものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので
はないと認めます。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人大手門会計事務所の監査の方法および結果は相当であ
ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人大手門会計事務所の監査の方法および結果は相当であ
ると認めます。

平成29年２月14日

岡部株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 石 原 貳 男 

常 勤 監 査 役 佐々木　高　弘 

社 外 監 査 役 平 松 　 守 

社 外 監 査 役 物 部 康 雄 

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

当期の期末配当につきましては、当期の連結業績を考慮し、併せて企業体

質の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して、

１株当たり12円とさせていただきたいと存じます。なお、中間配当として１

株当たり12円をお支払いしておりますので、本議案をご承認いただきますと、

１株当たり年間配当は24円となります。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金12円

総額 597,930,600円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年３月31日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、将来の生産体制の整備、研究開発等に充当する

ため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 1,000,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 1,000,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

(1) 経営の透明性を一層向上させるとともに意思決定のさらなる迅速化を実

現することを目的として監査等委員会設置会社に移行するため、監査等

委員および監査等委員会に関する規定の新設ならびに監査役および監査

役会に関する規定の削除等、所要の変更を行うものであります。

(2) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）により責任限

定契約を締結することができる役員等の範囲が変更されたことに伴い、

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が期待される役割を十

分に発揮できるよう、会社法第427条に定める責任限定契約の締結を可能

とするべく現行定款第28条に所要の変更を行うものであります。なお、

本変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

(3) 上記の変更に伴い、条数等の変更を行うものであります。なお、本議案

における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発生する

ものといたします。

２．変更の内容

　変更の内容はつぎのとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

第一章　総則 第一章　総則

第１条～第３条（条文省略） 第１条～第３条（現行どおり）

（機関） （機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締

　　役のほか、次の機関を置く。

第４条　当会社は、株主総会および取締

　　役のほか、次の機関を置く。

(1) 取締役会

(2) 監査役

(3) 監査役会

(4) 会計監査人

(1) 取締役会

(2) 監査等委員会

（削除）

(3) 会計監査人

第５条～第19条（条文省略） 第５条～第19条（現行どおり）

第四章　取締役および取締役会 第四章　取締役および取締役会ならびに

監査等委員会

（員数） （員数）

第20条　当会社の取締役は、15名以内と

　　する。

第20条　当会社の取締役（監査等委員で

　　あるものを除く。）は、15名以内

　　とする。
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現行定款 変更案

（新設） ２　当会社の監査等委員である取締

役は、４名以内とする。

（選任方法） （選任方法）

第21条　取締役は、株主総会において選

　　任する。

第21条　取締役は、監査等委員である取

　　締役とそれ以外の取締役とを区別

　　して、株主総会において選任す

　　　る。

２　取締役の選任決議は、議決権を

行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をも

って行う。

２　取締役の選任決議は、議決権を

行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をも

って行う。

３　取締役の選任決議は、累積投票

によらない。

３　取締役の選任決議は、累積投票

によらない。

（任期） （任期）

第22条　取締役の任期は、選任後１年以

　　内に終了する事業年度のうち最終

　　のものに関する定時株主総会の終

　　結の時までとする。

第22条　取締役（監査等委員であるもの

　　を除く。）の任期は、選任後１年

　　以内に終了する事業年度のうち最

　　終のものに関する定時株主総会の

　　終結の時までとする。

（新設） ２　監査等委員である取締役の任期

は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとす

る。

（新設） ３　任期の満了前に退任した監査等

委員である取締役の補欠として選

任された監査等委員である取締役

の任期は、退任した監査等委員で

ある取締役の任期の満了する時ま

でとする。

第23条～第24条（条文省略） 第23条～第24条（現行どおり）

－ 44 －

定款変更案
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現行定款 変更案

（招集通知） （招集通知）

第25条　取締役会の招集通知は、会日の

　　３日前までに各取締役および各監

　　査役に対して発する。ただし、緊

　　急の場合は、これを短縮すること

　　ができる。

第25条　取締役会の招集通知は、会日の

　　３日前までに各取締役に対して発

　　する。ただし、緊急の場合は、こ

　　れを短縮することができる。

２　取締役および監査役の全員の同

意があるときは、招集の手続きを

経ないで取締役会を開催すること

ができる。

２　取締役全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで取締

役会を開催することができる。

（監査等委員会の招集通知）

（新設） 第26条　監査等委員会の招集通知は、会

　　日の３日前までに各監査等委員に

　　対して発する。ただし、緊急の必

　　要があるときは、この期間を短縮

　　することができる。

２　監査等委員全員の同意があると

きは、招集の手続きを経ないで監

査等委員会を開催することができ

る。

第26条（条文省略） 第27条（現行どおり）

（取締役への委任）

（新設） 第28条　当会社は、会社法第399条の13第

６項の規定により、取締役会の決

議によって重要な業務執行（同条

第５項各号に掲げる事項を除

く。）の決定を取締役に委任する

ことができる。

（取締役会規程）

（新設） 第29条　取締役会に関する事項は、法令

　　または本定款のほか、取締役会に

　　おいて定める取締役会規程によ

　　　る。

（監査等委員会規程）

（新設） 第30条　監査等委員会に関する事項は、

　　法令または本定款のほか、監査等

　　委員会において定める監査等委員

　　会規程による。

－ 45 －

定款変更案
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現行定款 変更案

（報酬等） （報酬等）

第27条　取締役の報酬、賞与その他の職

務執行の対価として当会社から受

ける財産上の利益（以下「報酬等」

という。）は、株主総会の決議に

よって定める。

第31条　取締役の報酬、賞与その他の職

　　務執行の対価として当会社から受

　　ける財産上の利益は、監査等委員

　　である取締役とそれ以外の取締役

　　とを区別して、株主総会の決議に

　　よって定める。

（社外取締役との責任限定契約） （取締役との責任限定契約）

第28条　当会社は、会社法第427条第１項

の規定により、社外取締役との間

に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令

が規定する額とする。

第32条　当会社は、会社法第427条第１項

の規定により、取締役（業務執行

取締役等であるものを除く。）と

の間に、任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当

該契約に基づく責任の限度額は、

法令が規定する額とする。

第五章　監査役および監査役会 （削除）

（員数）

第29条　当会社の監査役は、４名以内と

　　する。

（削除）

（選任方法）

第30条　監査役は、株主総会において選

　　任する。

（削除）

２　監査役の選任決議は、議決権を

行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をも

って行う。

（任期）

第31条　監査役の任期は、選任後４年以

　　内に終了する事業年度のうち最終

　　のものに関する定時株主総会の終

　　結の時までとする。

（削除）

（常勤の監査役）

第32条　監査役会は、その決議によって

　　常勤の監査役を選定する。

（削除）

－ 46 －

定款変更案
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現行定款 変更案

（招集通知）

第33条　監査役会の招集通知は、会日の

　　３日前までに各監査役に対して発

　　する。ただし、緊急の場合は、こ

　　れを短縮することができる。

（削除）

２　監査役全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで監査

役会を開催することができる。

（報酬等）

第34条　監査役の報酬等は、株主総会の

　　決議によって定める。

（削除）

（社外監査役との責任限定契約）

第35条　当会社は、会社法第427条第１項

の規定により、社外監査役との間

に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令

が規定する額とする。

（削除）

第六章　計算 第五章　計算

第36条～第39条（条文省略） 第33条～第36条（現行どおり）

（新設） 附則

（社外監査役の責任限定契約に関する経

過措置）

　第73回定時株主総会終結前の社外監査

役（社外監査役であった者を含む。）の

行為に関する会社法第423条第１項の賠

償責任を限定する契約については、なお

同定時株主総会の決議による変更前の定

款第35条の定めるところによる。

－ 47 －
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行し、取締役全員（８名）は、定款変更の効力発生

の時をもって任期満了により退任となります。

　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名の選任をお

　願いいたしたいと存じます。本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」が効

　力発生することを条件として、効力を生じるものといたします。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、つぎのとおりであり

ます。

（※は新任候補者）

候補者
番　号

ふ　り　が　な

氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

ひろ わたり まこと

廣 渡 眞

(昭和31年９月１日)

昭和55年３月　当社入社

平成13年１月　岡部建材株式会社九州支社長

平成15年３月　岡部ストラクト株式会社取締役

平成17年１月　当社営業本部営業推進統括部長

平成17年３月　当社執行役員営業本部営業推進統括部長

平成19年４月　当社執行役員本社営業部長

平成21年３月　当社取締役本社営業部長

平成23年３月　当社常務取締役営業部門管掌

平成25年３月　当社代表取締役社長

　　　　　　　現在に至る

平成28年３月　オカベ・ホールディングUSA, Inc.取締役

　　　　　　　社長

　　　　　　　現在に至る

平成28年３月　オカベ・ノースアメリカINC.取締役社長

43,490株

－ 48 －

取締役選任議案
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（※は新任候補者）

候補者
番　号

ふ　り　が　な

氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

しま むら けん じ

島 村 健 二

(昭和32年１月１日)

昭和54年３月　当社入社

平成13年１月　岡部ストラクト株式会社ベースパック事

　　　　　　　業部東部営業２部長

平成16年１月　岡部ストラクト株式会社取締役ベースパ

　　　　　　　ック事業部長

平成19年１月　オカコー四国株式会社取締役社長

平成19年３月　当社執行役員

平成21年１月　山陽岡部株式会社取締役社長

平成21年４月　当社執行役員中四国支店長

平成23年３月　当社取締役中四国支店長

平成24年３月　当社常務取締役技術開発部門管掌

平成26年３月　当社常務取締役技術開発部門・生産部門管掌

平成28年３月　当社常務取締役技術開発部門管掌

　　　　　　　現在に至る

28,856株

３

すぎ もと ひろ あき

杉 本 浩 章

(昭和32年10月19日)

平成３年４月　当社入社

平成17年１月　当社ベースパック事業部東部営業２部長

平成19年１月　当社営業本部ベースパック事業部長

平成21年３月　当社執行役員ベースパック事業部長

平成24年３月　当社取締役ベースパック事業部長

平成25年３月　当社常務取締役営業部門管掌

平成28年３月　当社常務取締役生産部門管掌

　　　　　　　現在に至る

19,161株

４

もと い あきら

元 井 彰

(昭和32年11月26日)

昭和55年３月　当社入社

平成13年１月　岡部建材株式会社東京支社千葉支店長

平成14年６月　岡部建材株式会社販売促進部長

平成17年１月　当社営業本部北関東支店長

平成20年３月　当社執行役員

平成21年１月　岡部シビルエンジ株式会社取締役社長

平成23年３月　当社取締役

平成25年４月　当社取締役東京支店長

平成28年３月　当社常務取締役営業部門管掌

　　　　　　　現在に至る

18,198株

－ 49 －
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（※は新任候補者）

候補者
番　号

ふ　り　が　な

氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

５

おお たに かず まさ

大 谷 和 正

(昭和31年１月12日)

平成20年４月　当社入社

　　　　　　　当社執行役員海外事業推進部長

平成21年３月　当社取締役自動車部品部長・海外事業推

　　　　　　　進部長

平成24年１月　当社取締役国際部統括部長

　　　　　　　現在に至る

平成27年10月　ウォーター・グレムリン・カンパニー取締役社長

　　　　　　　ウォーター・グレムリン・アクイラ・カンパニー

S.p.A.取締役社長

　　　　　　　長興華泰格林金属製品有限公司取締役社長

17,237株

６
ほそ みち やすし

細 道 靖

(昭和34年７月７日)

平成22年11月　当社入社

　　　　　　　当社内部監査室長

平成25年４月　当社管理部経理財務グループ部長

平成26年３月　当社執行役員管理部経理財務グループ部長

平成28年３月　当社取締役管理部統括部長・経理財務グル

ープ部長

　　　　　　　現在に至る

10,905株

７

※
の はら よし はる

野 原 芳 治

(昭和35年７月28日)

昭和61年９月　当社入社

平成14年４月　当社経理財務部長

平成24年３月　当社執行役員管理部経理財務グループ部

長

平成25年３月　当社執行役員生産部長

平成26年９月　当社執行役員京都工場長

　　　　　　　現在に至る

9,431株

８

※
やま ざき やす のぶ

山 崎 康 信

(昭和37年12月11日)

平成15年１月　当社入社

平成16年５月　岡部建材株式会社海外部長

平成23年10月　オカベCO.,INC.取締役社長

　　　　　　　OCM,Inc.取締役社長

平成28年３月　当社執行役員

　　　　　　　現在に至る

平成28年10月　ウォーター・グレムリン・カンパニー取締役社長

　　　　　　　現在に至る

　　　　　　　ウォーター・グレムリン・アクイラ・カンパニー

S.p.A.取締役社長

　　　　　　　現在に至る

　　　　　　　長興華泰格林金属製品有限公司取締役社長

　　　　　　　現在に至る

1,542株

（注）１．所有する当社の株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株数を含んでおります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 50 －
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行いたします。

つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いしたいと存じま

す。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」が効力発生することを条件とし

て、効力を生じるものといたします。

監査等委員である取締役候補者は、つぎのとおりであります。

（※は新任候補者）

候補者
番　号

ふ　り　が　な

氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

※
いし はら つぎ お

石 原 貳 男

(昭和29年４月３日)

昭和54年９月　当社入社

平成15年４月　岡部ストラクト株式会社生産部長

平成16年８月　当社経営企画部長

平成19年３月　当社執行役員経営企画室長

平成20年７月　当社執行役員管理部総務グループ部長

平成21年１月　当社執行役員管理部総務人事グループ部長

平成21年４月　岡部開発株式会社取締役社長

平成22年３月　当社取締役管理部総務人事グループ部長

平成24年３月　当社常務取締役管理部門管掌

平成28年３月　当社常勤監査役

　　　　　　　現在に至る

30,786株

２

※
やま ざき かつ ゆき

山 﨑 克 之

(昭和22年９月23日)

昭和49年４月　判事補任官

昭和52年10月　東京弁護士会登録

平成11年３月　小坂・山﨑法律事務所（現 丸の内第一綜

合法律事務所）パートナー

　　　　　　　現在に至る

平成26年３月　当社社外取締役

　　　　　　　現在に至る

11,555株

３

※
つじ のぞみ

 希

(昭和33年３月３日)

平成５年４月　東京弁護士会登録

平成13年６月　第一中央法律事務所 パートナー

平成19年12月　希 ＮＯＺＯＭＩ 法律事務所開設

　　　　　　　現在に至る

－株

（注）１．所有する当社の株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株数を含んでおります。
２．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．山﨑克之氏および　希氏は、社外取締役候補者であります。
　　なお、両氏は、過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企

業法務に精通し、企業経営を統治する十分な見識を有しておられることから、社外取締
役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。山﨑克之氏は、現在
当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って３年となります。

－ 51 －
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４．当社と山﨑克之氏とは、会社法第427条第１項および当社定款の定めに基づき、責任限
定契約を締結しており、同氏の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定で
あります。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。

　　また、　希氏が選任された場合には、当社は同氏との間で同様の契約を締結する予
定であります。

５．当社は、山﨑克之氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏が選任さ
れた場合は、改めて同氏を独立役員として届け出る予定であります。また、　希氏が
選任された場合には、同氏を独立役員として届け出る予定であります。

第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行いたします。

つきましては、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことにな

る場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたい

と存じます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」が効力発生することを条件とし

て、効力を生じるものといたします。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、つぎのとおりであります。

ふ　り　が　な

氏　　　　名
（生年月日）

略　　　歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

よこ つか あきら

横 塚 章

(昭和29年７月14日)

昭和60年４月　東京弁護士会登録

平成２年４月　東京弁護士会 税務特別委員会 副委員長

平成３年３月　垰野・亀丸・横塚法律事務所（現 あか

ね法律事務所）開設

　　　　　　　現在に至る

平成12年４月　東京弁護士会 倫理特別委員会 委員長

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．横塚　章氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
　　同氏は、過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務
やコンプライアンスにも精通しており、実務経験も豊富であることから、社外取締役と
して経営陣から独立した立場で、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

３．横塚　章氏が社外取締役に就任された場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第
１項および当社定款の定めに基づき、責任限定契約を締結する予定であり、当該契約に
基づく責任の限度額は、法令が規定する額となります。

－ 52 －

取締役選任議案、取締役選任議案2、補欠取締役選任議案
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第６号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委

員会設置会社に移行いたします。

　当社の取締役の報酬額は、平成27年３月27日開催の第71回定時株主総会にお

いて、年額450百万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）と決議い

ただき今日に至っておりますが、監査等委員会設置会社への移行に伴い、これ

を廃止したうえで新たに監査等委員以外の取締役の報酬額を定めることとし、

その報酬額を、これまでの取締役の報酬額および昨今の経済情勢等諸般の事情

も考慮して、年額450百万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）と

させていただきたいと存じます。

　なお、監査等委員以外の取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分

給与は含まないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役は８名（うち社外取締役１名）であり、本議案に係る監査等委

員以外の取締役の員数は、第２号議案および第３号議案が原案どおり承認可決

されますと８名となります。

　なお、本議案は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件と

して効力が発生するものといたします。

第７号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委

員会設置会社に移行いたします。

　つきましては、昨今の経済情勢等諸般の事情も考慮して、監査等委員である

取締役の報酬額を年額100百万円以内とさせていただきたいと存じます。

　本議案に係る監査等委員である取締役の員数は、第２号議案および第４号議

案が原案どおり承認可決されますと３名となります。

　なお、本議案は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件と

して効力が発生するものといたします。

以　上

－ 53 －

報酬額決定の件1、報酬額決定の件2
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　４階　「錦」

TEL 03－5611－5511

吉野家
スーパーホテル＆ローソン

バーガーキング

太平1 蔵 前 橋 通 り 太平4 至 千葉
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錦糸町駅前江東橋2江東橋
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ホール
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アルカキット
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くすりの福太郎

地下鉄出口
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セブンイレブン バーガーキング
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吉野家
スーパーホテル＆ローソン

アルカ
イースト

大
横
川
親
水
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ファミリーマート
２Ｆ
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２Ｆ 〒３Ｆ３Ｆ

交
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交通　ＪＲ総武線 錦糸町駅北口ロータリーを出て北斎通りを東京方面へ　　徒歩約３分

東京メトロ半蔵門線   錦糸町駅３出口より北斎通りを東京方面へ　　徒歩約３分

地図




